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○釧路市保育に関する条例施行規則 

平成１７年１０月１１日 

釧路市規則第１０５号 

改正 平成１７年１２月２１日規則第２８３号 

平成１８年３月３１日規則第５６号 

平成１８年６月９日規則第６２号 

平成１９年１月１１日規則第１号 

平成１９年２月２１日規則第６号 

平成１９年３月３０日規則第３７号 

平成１９年６月１４日規則第８２号 

平成２０年３月３１日規則第２３号 

平成２０年６月１３日規則第５３号 

平成２０年８月２０日規則第５６号 

平成２０年１０月２日規則第６４号 

平成２１年３月３１日規則第２４号 

平成２１年６月４日規則第４０号 

平成２１年８月７日規則第４７号 

平成２２年３月３１日規則第２１号 

平成２２年６月７日規則第４７号 

平成２３年３月３１日規則第２９号 

平成２３年６月７日規則第４３号 

平成２４年３月３１日規則第１９号 

平成２５年３月２９日規則第１６号 

目次 

第1章 総則（第１条） 

第2章 市立保育所等 

第1節 市立保育所（第２条・第３条） 

第2節 特別保育施設（第４条・第５条） 

第3章 保育所において行う保育等 

第1節 保育所において行う保育（第６条―第１３条） 

第2節 特別保育施設への入所（第１４条） 

第3節 感染症等（第１５条） 

第4章 保育料（第１６条・第１７条） 

第5章 特別保育事業 

第1節 一時預かり事業（第１８条） 

第2節 休日保育事業（第１９条・第２０条） 

第3節 延長保育事業（第２１条・第２２条） 

第4節 特別保育料（第２３条） 

第6章 雑則（第２４条・第２５条） 

附則 

第1章 総則 

（趣旨） 

第1条 この規則は、釧路市保育に関する条例（平成１７年釧路市条例第１０２号。以下「条

例」という。）の施行について、必要な事項を定めるものとする。 

第2章 市立保育所等 

第1節 市立保育所 

（市立保育所の入所定員） 

第2条 条例第３条の市立保育所の入所定員は、次のとおりとする。 

保育所の名称 入所定員（人） 

釧路市立城山保育園 ７５ 

釧路市立桜ケ岡保育園 ６０ 

釧路市立双葉保育園 ８０ 

釧路市立治水保育園 ７５ 
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釧路市立新富士保育園 ９０ 

釧路市立鳥取保育園 ９０ 

釧路市立芦野保育園 ７５ 

釧路市立音別保育園 ４５ 

（市立保育所の保育時間等） 

第3条 前条の市立保育所の保育時間及び休所日は、次のとおりとする。ただし、市長が必

要と認めたときは、これを変更することができる。 

(1) 保育時間 午前７時３０分から午後６時３０分まで 

(2) 休所日 日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日、１月２日から１月５日までの日及び１２月３１日 

2 市長は、第１５条第１号に定める感染症の発生を予防し、又はまん延を防止するため必

要と認めたときは、前項の規定にかかわらず、臨時に休所することができる。 

第2節 特別保育施設 

（特別保育施設の入所定員） 

第4条 条例第４条の特別保育施設の入所定員は、次のとおりとする。 

特別保育施設の名称 入所定員（人） 

釧路市立上音別保育所 ２０ 

釧路市立徹別保育所 ３０ 

釧路市立仁々志別保育所 ３０ 

（特別保育施設の開設期間等） 

第5条 前条の特別保育施設の保育時間及び休所日は、地域の実情を勘案して市長が別に定

める。 

第3章 保育所において行う保育等 

第1節 保育所において行う保育 

（保育所において行う保育） 

第6条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第２４条第１項の

規定により、保育所において行う保育は、市立保育所に入所させて行うほか、市が保育

所において行う保育を委託する法第３５条第４項の規定により設置された保育所に入所

させて行うものとする。 

2 前項の保育所の名称、入所定員及び位置は、次のとおりである。 

名称 入所定員（人） 位置 

釧路頌栄保育園 ６０ 釧路市弥生２丁目１０番２８号 

釧路第１福ちゃん保育園 ６０ 釧路市緑ケ岡２丁目２７番２号 

釧路第２福ちゃん保育園 ６０ 釧路市白樺台２丁目３番８号 

鉄道弘済会釧路保育所 ９０ 釧路市愛国東２丁目１番１１号 

日本赤十字社釧路さかえ保育園 ９０ 釧路市幸町１１丁目１番地１ 

釧路わかくさ保育園 ６０ 釧路市武佐４丁目２６番２号 

かしわ保育園 ９０ 釧路市紫雲台２番３０号 

釧路美原保育園 ７５ 釧路市美原４丁目５番１６号 

釧路旭保育園 ９０ 釧路市旭町１２番２号 

釧路桂恋保育園 ４５ 釧路市桂恋１６７番地 

釧路旭夜間保育園 ３０ 釧路市旭町１２番２号 

昭和どんぐりの家保育園 ６０ 釧路市昭和中央５丁目６番９号 

釧路はるとり保育園 ６０ 釧路市武佐１丁目３番５号 

釧路風の子保育園 ６０ 釧路市鳥取南７丁目２番９号 

釧路ことぶき保育園 ７５ 釧路市寿１丁目４番４号 

愛光保育園 ９０ 釧路市愛国西１丁目２４番１０号 

釧路共栄保育園 ８０ 釧路市若竹町４番７号 

釧路おたのしけ保育園 ９０ 釧路市大楽毛４丁目１２番６号 

（保育所への入所申込み） 

第7条 条例第５条第１項各号に定める理由により保育に欠ける児童について、保育所にお

いて行う保育を希望する保護者は、入所を希望する保育所その他必要な事項を記載した
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保育所入所申込書（以下「入所申込書」という。）及び市長が必要と認める書類を市長

に提出しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、保育所において行う保育を希望する保護者は、入所申込書等

の提出を保育所に依頼して行うことができる。 

（保育所入所承諾等） 

第8条 市長は、一の保育所について、当該保育所への入所を希望する旨を記載した入所申

込書に係る児童のすべてが入所する場合には当該保育所における適切な保育が困難とな

ることその他やむを得ない理由がある場合においては、当該保育所に入所する児童を公

正な方法で選考することができる。 

2 市長は、保育所への入所を承諾したときは、保育所入所承諾書により、その児童の保護

者及び入所させる保育所の長に通知するものとする。 

3 市長は、保育所への入所を承諾しなかったときは、保育所入所不承諾通知書により、そ

の児童の保護者に通知するものとする。 

（保育所において保育を行う期間） 

第9条 保育所において保育を行う期間は、小学校就学始期に達するまでの条例第５条第１

項各号に規定する理由の期間とする。 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める児童については、小学校就学後も保

育所において保育を行うことができる。 

（書類の提出） 

第10条 保育所において行う保育を受けている児童（以下「入所児童」という。）の保護

者で引き続き翌年度も保育所において行う保育を希望するものは、毎年１月２０日から

２月１０日までの間に、所得を証明する書類その他市長が必要と認める書類を提出しな

ければならない。 

2 市長は、必要があると認めたときは、前項に規定する提出期間を変更することができる。 

（保育所において行う保育の解除） 

第11条 市長は、入所児童について、条例第５条第１項に規定する保育所において行う保

育の基準に該当しなくなったことにより保育所において行う保育を解除し、又は条例第

６条の規定に該当することにより入所を制限することとなった場合には、保育所におい

て行う保育の解除通知書により、入所児童の保護者及び入所させた保育所の長に通知す

るものとする。 

（入所している保育所の変更） 

第12条 入所している保育所を変更しようとする入所児童の保護者は、保育所変更申込書

により市長に申し込まなければならない。 

2 第８条の規定は、前項の規定による申込みがあった場合にこれを準用する。 

（届出） 

第13条 入所児童の保護者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに市長にそ

の旨を届け出なければならない。 

(1) 条例第５条第１項に規定する保育所において行う保育の基準に該当しなくなった

とき。 

(2) 入所児童、保護者又は扶養義務者の住所又は身上に異動を生じたとき。 

第2節 特別保育施設への入所 

（特別保育施設への入所） 

第14条 条例第４条の特別保育施設への入所手続等については、市長が別に定める。 

第3節 感染症等 

（感染症等） 

第15条 条例第６条第１号の感染症又は疾患は、次に掲げるものとする。 

(1) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１

４号）に定める一類感染症、二類感染症、三類感染症、新型インフルエンザ等感染症、

指定感染症及び新感染症 

(2) 前号に定めるもののほか、医師が診断した結果特に支障があると認めたもの 

第4章 保育料 

（保育料） 

第16条 条例第７条第１項の規定により徴収する保育料（以下「保育料」という。）は、
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別表第１のとおりとする。 

2 保育料は、市長が発行する納入通知書により、指定期日までに納入しなければならない。 

（保育料の免除等） 

第17条 入所児童の扶養義務者が次の各号のいずれかに該当する場合は、条例第７条第２

項の規定により保育料を免除し、若しくは減額し、又はその徴収を猶予するものとする。 

(1) 災害により著しい被害を受けたとき。 

(2) 収入に著しい変動があったとき。 

(3) その他市長が特別な事情があると認めたとき。 

2 保育料の免除若しくは減額又はその徴収の猶予を受けようとする者は、保育料免除等申

請書により、市長に申請しなければならない。 

第5章 特別保育事業 

第1節 一時預かり事業 

（一時預かり事業） 

第18条 一時預かり事業による保育サービス（以下「一時預かり」という。）は、次の保

育所で行うものとする。 

名称 位置 

釧路市立芦野保育園 釧路市芦野３丁目１０番９号 

2 一時預かりに係る入所定員及び保育日数の基準は、おおむね次のとおりとする。 

区分 条例第８条第１項の表一時預かり事業

の項第１号の規定による一時預かり 

条例第８条第１項の表一時預かり事業

の項第２号の規定による一時預かり 

入所定員 一日当たり１０人 一日当たり５人 

保育日数 平均週３日 １回の申請につき１２日以内 

3 一時預かりに係る保育時間及び休所日は、第１項に規定する保育所の保育時間及び休所

日による。 

第2節 休日保育事業 

（休日保育事業） 

第19条 休日保育事業による保育サービス（以下「休日保育」という。）を実施する保育

所及びその休日保育に係る入所定員は、次のとおりとする。 

名称 入所定員（人） 位置 

釧路旭夜間保育園 １５ 釧路市旭町１２番２号 

釧路風の子保育園 １５ 釧路市鳥取南７丁目２番９号 

2 休日保育に係る保育時間は、午前７時３０分から午後６時３０分までとする。 

3 休日保育を行う日（以下「休日保育日」という。）は、日曜日及び国民の祝日に関する

法律に規定する休日とする。ただし、１月１日から１月５日までの日及び１２月３１日

を除く。 

（休日保育の入所対象児童） 

第20条 休日保育の入所対象児童は、次のとおりとする。 

(1) 入所児童で、休日保育日において保護者の就労等により、家庭における保育が困難

となるもの 

(2) 前号に準ずる児童で、市長が認めたもの 

第3節 延長保育事業 

（延長保育事業） 

第21条 延長保育事業による保育サービス（以下「延長保育」という。）は、市立保育所

（音別保育園を除く。）で行うものとする。 

2 延長保育に係る保育時間は、午後６時３０分から午後７時までとする。 

3 延長保育を行う日は、第１項に規定する市立保育所の開所日とする。 

（延長保育の利用対象児童） 

第22条 延長保育の利用対象児童は、前条第１項に規定する市立保育所に入所し、保護者

の就労等により第３条第１項第１号に規定する保育時間を超えて保育を必要とする児童

とする。 

第4節 特別保育料 

（特別保育料） 

第23条 条例第９条第１項の規定により徴収する費用（以下「特別保育料」という。）は、
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別表第２から別表第４までのとおりとする。 

2 特別保育料は、市長が発行する納入通知書により、指定期日までに納入しなければなら

ない。 

3 特別保育料の免除等については、第１７条の規定を準用する。 

第6章 雑則 

（実地調査） 

第24条 市長は、保育所において保育を行うため若しくは特別保育事業を実施するため又

は保育料その他徴収する費用を決定するために必要があると認めるときは、随時に実地

調査を行うことができる。 

（保育料徴収吏員証） 

第25条 市長は、法第５６条第１０項の規定により、保育料の滞納処分を行う者（以下「保

育料徴収吏員」という。）に別に定める保育料徴収吏員証を交付する。 

2 保育料徴収吏員は、保育料の滞納処分のための調査、質問若しくは検査又は財産の差押

えを行う場合は、保育料徴収吏員証を携帯し、関係人から請求があったときは、これを

提示しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、平成１７年１０月１１日から施行する。 

（経過措置） 

2 この規則の施行の日の前日までに、合併前の釧路市保育に関する条例施行規則（昭和６

２年釧路市規則第３２号）、阿寒町保育所条例施行規則（平成８年阿寒町規則第１７号）

又は音別町保育所条例施行規則（昭和４３年音別町規則第１号）の規定によりなされた

処分、手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１７年１２月１日規則第２８３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第５６号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年６月９日規則第６２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年１月１１日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年２月２１日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成１８年１０月１日から適用する。 

附 則（平成１９年３月３０日規則第３７号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年６月１４日規則第８２号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表第１（４）徹別保育所及び仁々志別保

育所の表備考第１項及び第２項の規定は、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則（平成２０年３月３１日規則第２３号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年６月１３日規則第５３号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の別表第１（４）徹別保育所及び仁々志別保

育所の表備考の規定は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２０年８月２０日規則第５６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年１０月２日規則第６４号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規則第２４号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年６月４日規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の釧路市保育に関する条例施行規則の規定は、

平成２１年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年８月７日規則第４７号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日規則第２１号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年６月７日規則第４７号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の釧路市保育に関する条例施行規則の規定は、

平成２２年４月１日から適用する。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第２９号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年６月７日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の釧路市保育に関する条例施行規則の規定は、

平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年３月３１日規則第１９号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第１６号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

別表第1（第１６条関係） 

保育料徴収基準 

（１） 音別保育園及び特別保育施設以外の保育所 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収額（月額） 

階層 

区分 

階層の定義 ３歳未満児の

場合 

３歳以上児の

場合 

A 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保

護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号。以下「中国残留邦人等

支援法」という。）による支援給付受給世帯 

円 

０ 

円 

０ 

B A階層及び

D階層を除

き、前年度

分の市町

村民税の

額の区分

が次の区

分に該当

する世帯 

市町村民税非課税世帯 ２,９００ １,９００ 

C １ 均等割の額のみ 

（所得割の額のない世帯） 

６,２００ ５,３００ 

２ 所得割の額が５,０００円未満 ８,４００ ７,０００ 

３ 所得割の額が５,０００円以上 １２,２００ １１,３００ 

D １ A階層を除

き、前年分

の所得税

課税世帯

であって

その所得

税の額の

区分が次

の区分に

該当する

世帯 

９,０００円未満 １５,８００ １３,８００ 

２ ９,０００円以上２５,０００円未満 ２３,４００ ２０,６００ 

３ ２５,０００円以上４０,０００円未満 ３０,０００ ２７,０００ 

４ ４０,０００円以上５５,０００円未満 ３４,４００ ３３,９００ 

５ ５５,０００円以上７０,０００円未満 ４２,３００ ３６,５００ 

６ ７０,０００円以上８５,０００円未満 ４３,４００ ３７,８００ 

７ ８５,０００円以上１０３,０００円未満 ４４,５００ ３９,６００ 

８ １０３,０００円以上１４３,０００円未満 ５２,５００ ４０,５００ 

９ １４３,０００円以上２８３,０００円未満 ５９,０００ ４１,１００ 

１０ ２８３,０００円以上４１３,０００円未満 ６１,０００ ４１,８００ 

１１ ４１３,０００円以上７３４,０００円未満 ８０,０００ ４２,６００ 

１２ ７３４,０００円以上 ９３,７００ ４３,２００ 

備考 

１ 市町村民税及び所得税の税額並びに児童の年齢の認定は、法第５３条の規定によ

る保育所運営費国庫負担金の交付要綱による。この場合において、C階層における所

得割の額を計算するときは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第５条の

４第６項の規定は適用しないものとする。 

２ 次に掲げる世帯のうちB階層に属するものについては、この表の規定にかかわらず、
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徴収額は０円とする。 

（１） 母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第１７条に規定する配

偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯 

（２） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体障

害者手帳の交付を受けた者のいる世帯 

（３） 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定め

る療育手帳の交付を受けた者のいる世帯 

（４） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者のいる世帯 

（５） 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に

定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）

に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者のいる世帯 

（６） 保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困窮している

と市長が認めた世帯 

３ 里親（法第６条の４第１項に規定する里親をいう。以下同じ。）に委託されてい

る児童については、この表の規定にかかわらず、徴収額は０円とする。 

４ B階層からD階層までの世帯であって、保育所若しくは次に掲げる施設に在籍し、

又は法第６条の２第２項に規定する児童発達支援若しくは同条第３項に規定する医

療型児童発達支援を利用している就学前児童（以下「入所等児童」という。）が同

一世帯に２人以上いる場合において、当該入所等児童のうち年齢が最も高い児童（該

当する児童が２人以上いる場合は、そのうちの１人とする。以下「第１年長児童」

という。）以外の児童のうち、年齢が最も高い児童（該当する児童が２人以上いる

場合は、そのうちの１人とする。以下「第２年長児童」という。）が音別保育園及

び特別保育施設以外の保育所に在籍する場合の徴収額は、この表により算定された

徴収額に２分の１を乗じて得た額とし、第１年長児童及び第２年長児童以外の児童

の徴収額は０円とする。 

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園 

（２） 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号）第７条第１項に規定する認定こども園 

（３） 学校教育法第７６条第２項に規定する特別支援学校の幼稚部 

（４） 法第４３条の２に規定する情緒障害児短期治療施設の通所部 

５ 月の途中で保育の実施を行い、又は月の途中で保育の実施を解除した場合におい

て、これらにより世帯に係る保育料に変更が生じたときは、その月の保育料は、そ

の月の現日数を基礎として日割計算によるものとする。この場合において、その額

に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

６ 第３条第２項の規定により臨時に休所した日（第６条第２項に規定する保育所が、

市の要請に応じて第３条第２項に規定する理由により臨時に休所した日を含む。以

下「臨時休所日」という。）がある月の保育料（当該臨時休所日を設けた保育所に

入所する児童に係る保育料に限る。）は、その月の現日数からその月の休所日（第

３条第１項第２号に規定する休所日をいう。以下同じ。）を差し引いた日数を基礎

として日割計算によるものとする。この場合において、その額に１０円未満の端数

があるときは、これを切り捨てるものとする。 

７ 第５項に規定する場合において、その月の保育の実施を受けていた期間に臨時休

所日があるときの保育料（当該臨時休所日を設けた保育所に入所する児童に係る保

育料に限る。）は、同項の規定による保育料について、当該期間の現日数から当該

期間の休所日を差し引いた日数を基礎として日割計算によるものとする。この場合

において、その額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（２） 音別保育園 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収額（月額） 

階層区

分 

階層の定義 ３歳未満児の

場合 

３歳以上児の

場合 

A 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び

中国残留邦人等支援法による支援給付受給世帯 

円 

０ 

円 

０ 
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B A階層及びD

階層を除

き、前年度

分の市町村

民税の額の

区分が次の

区分に該当

する世帯 

市町村民税非課税世帯 ０ ０ 

C １ 均等割の額のみ 

（所得割の額のない世帯） 

５,０００ ３,５００ 

２ 所得割の額が５,０００円未満 ６,０００ ４,５００ 

３ 所得割の額が５,０００円以上 ６,５００ ５,０００ 

D １ A階層を除

き、前年分

の所得税課

税世帯であ

ってその所

得税の額の

区分が次の

区分に該当

する世帯 

２,０００円未満 ７,０００ ５,５００ 

２ ２,０００円以上８,０００円未満 ８,５００ ７,０００ 

３ ８,０００円以上１５,０００円未満 ９,０００ ７,５００ 

４ １５,０００円以上３０,０００円未満 ９,５００ ８,０００ 

５ ３０,０００円以上４５,０００円未満 １０,０００ ８,５００ 

６ ４５,０００円以上６０,０００円未満 １１,０００ ９,５００ 

７ ６０,０００円以上７５,０００円未満 １３,０００ １１,０００ 

８ ７５,０００円以上９０,０００円未満 １５,０００ １２,５００ 

９ ９０,０００円以上１１３,０００円未満 １７,０００ １４,１００ 

１０ １１３,０００円以上１４３,０００円未満 １９,０００ １５,５００ 

１１ １４３,０００円以上１７３,０００円未満 ２１,０００ １７,０００ 

１２ １７３,０００円以上 ２３,０００ １８,５００ 

備考 

１ 市町村民税及び所得税の税額並びに児童の年齢の認定は、法第５３条の規定による

保育所運営費国庫負担金の交付要綱による。この場合において、C階層における所得割

の額を計算するときは、地方税法附則第５条の４第６項の規定は適用しないものとす

る。 

２ 児童の属する世帯の階層の認定に当たっては、その世帯が次表の左欄に掲げる基準

に該当する場合においては、この表の規定にかかわらず、それぞれの右欄に掲げる階

層として認定するものとすること。 

      

  徴収金額表の定義における階層及びその固定資産税額による区分 認定す

る階層 

  

C１階層に属し、前年度分の固定資産税課税額が４,０００円以上である世帯 C２階層 

C２階層に属し、前年度分の固定資産税課税額が６,０００円以上である世帯 C３階層 

C３階層に属し、前年度分の固定資産税課税額が８,０００円以上である世帯 D１階層 

D１階層に属し、前年度分の固定資産税課税額が１０,０００円以上である世帯 D２階層 

３ 里親に委託されている児童については、この表の規定にかかわらず、徴収額は０円

とする。 

４ C１階層からD５階層までの世帯であって、入所等児童が同一世帯に２人以上いる場

合において、当該入所等児童のうち第１年長児童以外の児童が音別保育園に在籍する

場合の徴収額は、この表により算定された徴収額に２分の１を乗じて得た額とする。 

５ 月の途中で保育の実施を行うとき又は月の途中で保育の実施を解除したときの保育

料は、その月の現日数を基礎として日割計算によるものとする。この場合において、

その額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

６ 臨時休所日がある月の保育料は、その月の現日数からその月の休所日を差し引いた

日数を基礎として日割計算によるものとする。この場合において、その額に１０円未

満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

７ 第５項に規定する場合において、その月の保育の実施を受けていた期間に臨時休所

日があるときの保育料は、同項の規定による保育料について、当該期間の現日数から

当該期間の休所日を差し引いた日数を基礎として日割計算によるものとする。この場

合において、その額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（３） 上音別保育所 

徴収額（月額） ４,５００円 

備考 
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１ 入所等児童が同一世帯に２人以上いる場合において、当該入所等児童のうち第１

年長児童以外の児童が上音別保育所に在籍する場合の徴収額は、この表により算定

された徴収額に２分の１を乗じて得た額とする。 

２ 生活保護法による被保護世帯、中国残留邦人等支援法による支援給付受給世帯及

び前年度の市町村民税非課税世帯については、この表の規定（前項の規定を含む。）

にかかわらず、徴収額は０円とする。 

３ 市町村民税非課税世帯の認定に当たっては、地方税法附則第５条の４第６項の規

定は適用しないものとする。 

（４） 徹別保育所及び仁々志別保育所 

区分 徴収額 

入所料 ３,０００円 

保育料（月額） ６,０００円 

備考 

１ この表において「入所」とは、それぞれ法第３９条第１項に規定する保育所（児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第５章に

規定する基準を満たしていないものを除く。）若しくは別表第１（１）音別保育園

及び特別保育施設以外の保育所の表備考第４項各号に掲げる施設に通うこと又は法

第６条の２第２項に規定する児童発達支援若しくは同条第３項に規定する医療型児

童発達支援を利用することをいう。 

２ 生活保護法による被保護世帯及び中国残留邦人等支援法による支援給付受給世帯

並びに当該年度の市町村民税非課税世帯及び市町村民税所得割非課税世帯（以下「被

保護世帯等」という。）の児童にあっては、この表の規定による保育料の徴収額か

ら次の各号の区分に応じ、当該各号に定める範囲内の金額を減額する。 

（１） １人入所の場合又は２人以上入所している場合の最年長児童 年額２０,０

００円 

（２） ２人以上入所している場合の次年長児童 年額５０,０００円 

（３） ３人以上入所している場合の最年長児童及び次年長児童以外の児童 年額

７９,０００円 

３ 被保護世帯等の児童のうち次の各号のいずれかに該当する児童にあっては、前項

の規定にかかわらず、この表の規定による保育料の徴収額から次の各号の区分に応

じ、当該各号に定める範囲内の金額を減額する。 

（１） ７歳から９歳までの兄又は姉（６歳に達した日の翌日以後における最初の

年度の初日から９歳に達した日の属する年度の末日までのものをいう。以下この

項において「兄又は姉」という。）を１人有している児童が入所している場合の

最年長児童 年額３５,０００円 

（２） 兄又は姉を１人有している児童が２人以上入所している場合の前号以外の

児童及び兄又は姉を２人以上有している児童 年額７９,０００円 

４ 被保護世帯等の認定に当たっては、地方税法附則第５条の４第６項の規定は適用

しないものとする。 

５ 保育料は、出席日数にかかわらず減額しない。ただし、保育所の都合による全月

休所の場合又は学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）に基づく登所停止若し

くは所長の許可を得た休所で全月にわたる場合は、これを減額する。 

別表第2（第２３条関係） 

一時保育料徴収基準 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収額（日額） 

３歳未満児 ３歳以上児 

A 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等支援法による支援給付受給世帯 

円 

０ 

円 

０ 

B A階層を除く世帯 １,６００ １,０００ 

別表第3（第２３条関係） 

休日保育料徴収基準 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収額（日額） 

A 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国 円 



10/10 

残留邦人等支援法による支援給付受給世帯 ０ 

B A階層及びC階層を除く世帯 ０ 

C A階層を除き、前年分の所得税又は前年度分の市町村民税の

課税世帯 

１,０００ 

別表第4（第２３条関係） 

延長保育料徴収基準 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収額（日額） 

A 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国

残留邦人等支援法による支援給付受給世帯 

円 

１００ 

B A階層及びC階層を除く世帯 １００ 

C A階層を除き、前年分の所得税又は前年度分の市町村民税の

課税世帯 

２００ 

 


